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２００８春季生活闘争に関わる要請書
　貴職におかれましては、県勢発展に向けご努力いただいておりますことに衷心から敬意を表します。
　さて、経済は史上最長といわれた「いざなぎ景気」を超え、企業業績が史上最高益を更新する企業が増えているなか、新潟で働く労働者賃金は減少の一途を辿っており、働くものにとっては実感のない景気回復となっております。

　これまでの短期利益追求を推し進める企業の施策が「労働分配率の低下」や「非正規労働者の増加」などを引き起こし、その結果、経済格差、雇用格差、地域の格差などさまざまな歪みを生んでいることは明白であります。
　この現状から脱却し、経済成長を継続させるためにも、労働者への適正な利益分配により、内需を拡大し生活主導型の経済成長へ切り替えていくことが必要であります。
　２００８年春季生活闘争にあたり、新潟経済のためにも企業業績に見合った適正な賃金の引き上げが行われ、労働と生活の調和によって新潟に働くもの、暮らすものが安心して生活できる環境整備に取り組みいただきますよう下記の５点について要請いたします。

記

1． 戦後最長の景気拡大の中、主要企業の役員報酬は2桁増加する一方で労働者賃金は下落し続けています。今こそ「生産性三原則」に基づき、積極的な成果配分によって個人消費を拡大し、継続可能な景気成長を実現していく必要があります。県内においても、2008年春季生活闘争において、より積極的な賃金引上げが行われる環境づくりに努めていただきたい。
2． 企業業績を優先した施策は人件費を抑制し、労働者一人ひとりに対する業務量の増加を招き、結果として恒常的な時間外労働を発生させています。そういった長時間労働に歯止めをかけるために、県民全体を対象とした「ノー時間外デー」を設定するなどの社会的キャンペーンや、三条・燕地域の「産業カレンダー」の休日数の改善による年間２，０００時間以下に向けた取り組みなどにより、新潟県全体の年間総実労働時間を短縮し、心身ともに健康で働き続けられる環境づくりに努めていただきたい。
3． 企業は短期利益追求を押し進め、働くものの賃金や労働条件を切り下げながら企業競争力を強めてきました。その結果、労働者は心身ともに疲れ、健康に問題を抱えた自殺者も後を絶ちません。

こういった現状を踏まえ、「仕事と生活の調和のための憲章」ならびに「行動指針」にあるとおり、企業や県民に対する豊かな生活が確保される働き方への理解や合意形成を促進し、「ワーク・ライフ・バランス」の実現に向けて推進いただきたい。また、地域の実情に応じた保育サービスや介護施設の充実などによって、育児・介護等を行う家庭に対する支援を強化願いたい。

4． 格差の拡大は、非正規雇用の増加や、フリーター・ニートの増加、社会保障・税制負担の増加などが要因とされています。新潟県内においても地域・雇用形態・産業間格差などの実態を把握するとともに、新潟県最低賃金の引き上げなどによって格差の改善を図っていただきたい。また、公契約の県内企業発注割合を増やし、雇用の創出などによって県内経済の発展に向けて主体的に取り組みいただきたい。
5． 賃金が生活保護費以下という「ワーキングプア」といわれる方々は、極めて低い賃金に加えて、年金や健康保険の保険料が払えないほど生活困窮に陥っています。セーフティネットである社会保障制度がその役割を果たせなくなってきています。医療・介護、年金、子育て支援などの制度がしっかりと機能し、安心・安全、公正な社会が実現できるよう国に働きかけを行うとともに、県独自のセーフティネットの拡充や、民間レベルでの地域で支えあう制度への支援策を検討いただきたい。
以上

































